
投資情報室

2020年４月23日

新興国レポート

不振が続くインドの自動車業界
自動車業界の持ち直しがインド経済の持続的な成長のカギに
 2020年３月の新車販売台数が前年同月に比べ61%減少。リーマンショック直後以来の低水準。
 金融機関の貸し渋りや自動車保険の加入義務付け期間の延長などを受け、2018年から販売は低迷。
 今後は新型コロナウイルスの終息と政府による自動車販売支援政策が期待される。

（審査確認番号 2020-TＢ34）

1/2

図表3：経済成長には自動車市場の持ち直しが重要

消費者の自動車保険料の負担増加なども影響
インドの自動車販売は、ノンバンクの信用不安を発
端とした金融機関の貸し渋りや、自動車保険の加入
義務付け期間延長による消費者の負担増加などを背
景とした購入意欲の低下などから、2018年後半よ
り販売は低調となっていました。また、2020年
４月より施行された新排ガス規制に対応した車両を
購入するため、政府の補助金を待つ消費者の買い控
えも影響したと考えられます。新型コロナウイルス
の感染拡大が、長らく苦戦を強いられてきた自動車
業界に追い打ちをかけた可能性がありそうです。

図表1：新車販売台数は前年同月比で大幅に減少

図表2：新型コロナウイルスの感染者数は急増

出所）図表1はCEIC、図表2はブルームバーグ、図表３はジェトロのデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

全土ロックダウンにより生産・販売が停止
2020年３月のインドの新車販売台数が前年同月に
比べ、61%減少し15万6,041台となりました(図表
１)。２月から３月の販売台数の落ち込みは急激で、
３月は、リーマンショック直後である2008年12月
（約12万台）以来の低水準となっています。内訳
では乗用車が51%、商用車が88%の減少となりま
した。モディ政権は、新型コロナウイルスの感染拡
大を防ぐため、３月下旬に全土で21日間のロック
ダウン(都市封鎖)に踏み切っており、生産や販売が
停止したことが影響したものとみられます。インド
における感染者数は急増しており(図表２)、封鎖期
間の延長も想定されていることから、４月はさらな
る落ち込みが予想されます。

政府の自動車販売支援の効果が期待される
インドの自動車市場規模は世界４位であり(図表3)、
持続的な経済成長には自動車業界の持ち直しが重要
となります。インド政府は、車両登録料の引き上げ
延期や、公用車の買い替え容認など、一昨年より低
迷する自動車販売に対し多様な支援を行っています。
感染拡大による影響から更なる支援策も期待され、
今後の自動車業界の持ち直しが望まれるところです。
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